
○旧体系サ叫ビスから新体系サービスへの移行の傾向（平成20年4月1日現在）  

平成2d年  

9月30日現在  
申立訓練 自立訓練  

就労移行支援   生活介護   
（機能訓練）  

就労継続支援   

移行数  
（生活訓練）  A型   B型   

移行元   

身体障害者療護施設   503   101   104   5   3   2   0   4   

身体障害者更生施設   106   29   12   25   17   0   2   

身体障害者入所授産施設   202   44   30   2   3   24   2   29   

身体障害者通所授産施設   343   133   72   5   10   52   5   92   

身体障害者小規模適所授産施設   239   124   54   0   8   31   3   90   

身体障害者福祉工場   34   17   0   0   0   2   16   3   

知的障害者入所更生施設   1453   224   231   0   71   47   2   58   

知的障害者入所授産施設   227   33   23   0   16   23   21   

知的障害者通勤寮   126   13   2   0   0   0   

知的障害者適所更生施設   604   188   190   3   25   27   47   

知的障害者適所授産施設   1（i34   398   250   3   74   240   268   

知的障害者小規模適所授産施設   434   254   65   0   25   57   8   189   

知的障害者福祉工場   70   46   0   0   0   13   48   8   

精神障害者生活訓練施設   293   40   2   0   24   8   7   

精神障害者入所授産施設   29   8   0   6   4   0   5   

精神障害者適所授産施設   305   119   8   0   19   85   8   110   

精神障害者小規模適所授産施設   347   184   6   0   22   59  2   164   

精神障害者福祉工場   19   8   0   0   2   5   4   

※新体系移行後、複数のサービスを実  施する場合には、移行先のそれぞれのサービス欄に計上される。   

※新体系移行時に複数の施設が合併した場合、移行元のそれぞれの施設欄に計上される。  

※分場が移行に際して新たに指定を受ける場合は移行数に比して新体系サービス数が多くなる場合がある。  
※上記以外に共同生活援助や共同生活介護に移行している場合もある。  
（厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課調べ）  
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2．障害程度区分  

1＿と各々購二屑屋盤空量る匝圭豊度区分の撰畳⊆ヨいて取考え方  

陸卦 ………  
Ⅰ障害程度区分の概要  
0「障害程度区分」とは、介護給付に係るサービスの必要度（必要時悶  6段階の‡区分。  

必要度 低い  

必要度 高い  
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（続き）  

Ⅱ 支給決定の流れ ○ 市町村はJ障害程 度区分、障害者を取り巻く環境、サービス利用意向等を勘案して支給決定を行う。  

サービスの利用意向聴取等  

Ⅲ 障害程度区分の使われ方  

○ 障害程度区分は、上記Ⅱの個々のサービスの支給決定に用いるほか、以下の3通りの使われ方をしてい  

る。  
（1）入所サービス等の対象者の範囲  

（2）報酬単価の多寡  

（3）訪問系サービスに係る市町村に対する国庫負担基準額  
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：（続き）  

l  

Ⅳ 障害程度区分認定状況調査における障害程度区分の分布状況（全国デ血タ）  

0 全国の平成18年10月から平成19年9月までの1年間の障害程度区分判定（ニ次判定）結果として市町  
村から報告された、12．4万件について、データをとりまとめたもの。  

全体  

身体  

知的  

精神  

（※）「ニ次判定上位区分変更率」とは、一次判定（コンピュータ判定）の結果と二次判定（市町村審査会）の結果を比較した  

ときに、ニ次判定結果の方が□次判定結果よりも高く判定された者の全体に対する割合をさす。  
8  

1  

！  

■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ● － ■■■ － － － － ■■ l■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ － ■■● ■■ ■■ ● ■ ■ － ■l■ ■■■ ■ 一 ■ ■ ■ ■ 一 一 ■■■ ■ ■ ■■■ － 11■ － － ■ ■■ － － ■－ － 1■■ ■■ ■ ■ ■l■ ●－ －  ■ － ■   I   ■ lll■  

19   



○ 障害程度区分の見直しスケジュール（現時点のもの）  
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；（参考1）（課題lこ関するこれまでの厚生労働省の取組み）  

○ 障害程度区分勉強会   

障害特性をより踏まえた障害程度区分のあり方について、各障害種別団体と意見交換を行うことを目的に障害保健   
福祉部長の私的勉強会として開催。平成19年2月から6月まで計5回開催し、22団体及び3市の意見を聴取。  
○ 障害者支援実態調査実施に向けた取り組み   

障害程度区分の見直しに係る実態調査について、関係団体と調整中。  
○ 市町村が行う障害程度区分認定事務の支援   

調査マニュアル、国に寄せられた疑義解釈、二次判定変更事例の提供や研修の実施。  
l  

1  

1 ：（参考2）（「障害者自立支援法の抜本的見直し」与党PT報告書（抄）  

○ 障害程度区分認定の見直しについては、早急に実態調査に着手するとともに、知的障害、精神障害を始め各々の障  
害特性を反映した調査項目と判定基準となるよう、大幅な見直し。  

l  

l  

：（参考3）（課題に関する主な意見）  

○ 知的障害者、精神障害者等の障害特性を反映した障害程度区分となるよう、認定基準を大幅に見直すこと。  
○ 知的障害者や精神障害者の障害程度区分が一次判定にて低く出る傾向にあり、結果、ニ次判定への依存度が高く  
なっている。公平で客観的な仕組みとするため、認定調査項目を含めて一次判定の根本的改善を行うこと。  

○審査会委員の理解が不十分で、二次判定にばらつきが多い。参考事例集の作成など、全国の好事例を情報提供して：                                                                                                                                                                   l   
ほしい。  

○ 認定調査等では、正確に障害者の状況等を調査することが必要であり、障害特性の理解が重要。  
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【論点（案）】  

（障害特性を反映した障害程度区分への見直し）  

1．サービスの公平な利用や市町村間のバラツキの是正のために、引き続き、客   

観的尺度としての障害程度区分が必要ではないか。  

2．ただし、現行の障害程度区分は、知的障害、精神障害を始め各々の障害特性  
を反映したものに見直す必要がある。   
その際、新たな障害程度区分の開発に相応の時間を要することからも、実際に  
行われているケアの実態に関する調査を早急に実施すべきではないか。  

（市町村審査会及び認定調査について）  

3．二次判定の平準化や認定調査に資するよう、障害特性の理解の向上等を目   
的とした研修や判定事例の提供等を引き続き実施すべきではないか。  
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によるサービス  
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0 障害者自立支援法においては、介護の必要度に応じて必要な支援を行うという観点から、障害程度区  
分により、次のとおりサービス利用者の範囲を定めている。  

q生活介護（障害程度区分3以上（50歳以上は2以上））  

口重度障害者等包括支援（障害程度区分6のみ）（※）  

－重度訪問介護（障害程度区分4以上）（※）  

g行動援護（障害程度区分3以上）（※）  

・ケアホーム（障害程度区分2以上）  

（※）は、障害程度区分に加えて認定調査項目等の結果による制限がある。（例：行動援護障害程度区分の認定調査：   
項目の内、行動関連項目等の合計点数が8点以上の者）   

○ また、新体系における障害者支援施設については、介護が必要な重度の者に対して支援を行うという  

観点から、障害程度区分4（50歳以上は3）以上の場合に入所できることとなっている。  

0 この施設入所者の要件について、平成18年10月以前より旧法に基づく施設に入所している者につい  
ては、当該施設が新体系に移行した場合、障害程度区分が利用要件を満たさない場合であっても、平成  
24年3月末までは入所可能とされている。  
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（3）訪問系サービスに係 

現状①  ‾ ■‾  「  

l  
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暮  
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l   

：○  
l  
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訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援）の費用負担にあたっては、  
市町村に対する国庫負担の精算基準（国庫負担基準）を設定している。  

l  

l  

：0  
1  

－  

！  

l  

l  

：0   

国庫負担基準は、障害者自立支援法において、国の費用負担を「義務化」することで財源の裏付けを強化し  
た鵬方、国責を公平に配分し、市町村間のサービスのばらつきをなくし、サ】ビス水準の底土げを図るために、  
市町村に対する国庫負担の上限（精算基準）を定めたもの。  

国庫負担基準は、障害程度区分ごとに設定しており、その際、重度の障害者につし＼ては高い基準額を設定す  
るなどの配慮を行っている。  

O  
サ鵬ビス利用が少ない方から多い方に回すことが可能という柔軟な仕組みとしている。  
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l  

※1月当たりの単位  （1）居宅介護対象者  

区分1   区分2   区分3   区分4   区分5   区分6   

2．290単位   2．910単位   4，310単位   8，110単位  12，940単位  18，680単位   7，280単位  

（2）行動援護対象者  

区分3   区分4   区分5   区分6   

10，780単位  14，580単位  19，410単位  25，150単位   13，750単位  

（3）重度訪問介護対象者  これらの単位に人数を  

乗じたものの合計がそ  

の市町村の国庫負担  

基準額となる  

区分4   区分5   区分6   

19，020単位  23，850単位  29．590単位   

（4）重度障害者等包括支援対象者  

45，500単位  
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○国庫負担基準額については、支援責制度における国庫補助基準額を踏まえ、全国の9割程度の市町村の支給  
実績をカバーできるように設定している。（平成18年10月より）  

：○また、  
①制度施行時点において、国庫負担基準を超える給付水準の自治体については、従前の補助実績に基づき、   
国庫負担を行う   

②すべての訪問系サービスに係る障害程度区分の基準額を合算して適用する（国庫負担基準の区分間合算）  

③都道府県地域生活支援事業により、重度の障害者の割合が著しく高いために国庫負担基準を超過する小   
規模自治体等を対象に、一定の財政支援を行うことを可能とする  
といった措置を設けている。  

全国の自治体の約9割をカバー  
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